全Ｌ協保安２４第７５号
平成２４年１２月２７日
正　会　員　各位
（一社）全国ＬＰガス協会
給湯設備の転倒防止対策に関する告示の改正について（お願い）
標記につきましては、大規模地震による給湯設備の転倒・移動による被害を防止するため、「建築設備の構造耐力上安全な構造方法を定める件」（平成１２年建設省告示第１３８８号）が今月１２日に改正されたことにより、１５ｋｇ（満水時）を超える給湯設備について転倒防止等の措置の基準が明確化されましたので、その内容を下記のとおりお知らせいたします。
つきましては、都道府県協会におかれましては会員に対し、直接会員におかれましては関係者に対し、ご周知方よろしくお願いいたします。
記
１．背景

・東日本大震災により住宅に設置されていた電気給湯器がアンカーボルトにより緊結されていない等の原因で転倒したという被害が国民生活センターに多数寄せられていた。

（ガス給湯器は転倒被害の報告なし）
２．概要（詳細は添付の官報及びチラシ参照）

・満水時の質量が１５ｋｇを超えるガス、石油、電気の給湯設備（ふろがま、給湯暖房機等も含む）が対象。
・「給湯設備に係る地震に対して安全上支障のない構造は、給湯設備の周囲に当該給湯設備の転倒、移動等により想定される衝撃が作用した場合においても著しい破壊が生じない丈夫な壁又は囲いを設ける場合その他給湯設備の転倒、移動等により人が危害を受けるおそれのない場合を除き、次の各号のいずれか定めるところによらなければならない」となっており、給湯設備の固定方法が、告示で定める仕様規定に適合している、または計算により耐震性を確認できている必要がある。

1  仕様規定：質量等の区分に応じてアンカーボルトの径や埋め込み深さ、本数を規定

（一：底部固定、二：底部＋壁固定、三：壁固定）

2 計算確認：地震により生ずる力に対して安全上支障のないことを計算により確認することを規定。仕様規定で適合確認ができない場合は、計算により確認を行う。

・この告示改正により、給湯設備の固定方法が建築確認申請時の審査対象となる。（施行日以降に給湯設備を設置する物件が対象。）

・施行は平成２５年４月１日。

＊　告示の詳細は別添の官報及びチラシをご参照ください。
＊　今回の告示改正となる機器及びを踏まえた機器ごとの施工方法等の詳細な内容は、順次、メーカーの取扱説明書等に記載される予定とのことです。

＊　設置する機器がこの告示の対象となるかも含め、具体的な内容等につきましては、メーカーにお問い合わせください。
発信手段：Ｅメール、保安部：内倉、渡辺









